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１.食をめぐる現状と課題
（１）食料消費構造の変化とその背景

○我が国の食料消費は、長期的には経済成長に伴う所得の向上等を背景とし、量的に拡大するとともに、食料消費の割合は、
主食である米が減少する一方、畜産物、油脂等が増加するなど大きく変化。

○こうした中で、昭和５０年代中ごろに、平均的にみて摂取する栄養素（PFC）の熱量バランスがほぼ適切で、主食である米を中
心に水産物、畜産物、野菜等多様な副食品から構成されるいわゆる「日本型食生活」が形成。

○しかしながら、近年の食生活を巡っては、量的に飽和状態にある一方、米の消費減少と畜産物、油脂の消費増加が続き、栄養
バランスの崩れがみられる。

○食料消費割合の変化（１人１日当たり：供給熱量ベース）

①栄養バランスの崩れ

資料：農林水産省「食料需給表」 <日本型食生活＞

20年 24年

資料：農林水産省「食料需給表」

注：適正比率は、食料・農業・農村基本計画における平成２２年度の目標値P(たんぱく質）１３％、F(脂質）２７％、C(炭水化物）６０％

○栄養バランスの変化

平成１６年度（概算値）

2,562kcal 23.4%

14.2%

魚介類魚介類
5.1%5.1%

29.2%

昭和３５年 Ｐ（たんぱく質）12.2％

Ｃ（炭水化物）
76.4％ Ｆ（脂質）11.4％

昭和５５年 Ｐ 13.0％

Ｃ 61.5％ Ｆ 25.5％

平成１６年（概算値） Ｐ 13.1％

Ｃ 58.2％ Ｆ 28.7％

1



②食料消費をめぐる社会情勢の変化

○我が国の世帯構造は、「単独世帯」が増加しており、将来もこの傾向が継続する見込み。「単独世帯」については、６５歳以上の
高齢者の世帯が急激に増加。

○女性の就労意欲の向上を背景に、女性の雇用者は、増加傾向。

○「単独世帯」の増加

・単独世帯の増加

７１１万世帯→１,２９１万世帯→１,６６６万世帯
（１９８０年） （２０００年） （２０２０年）

・６５歳以上の単独世帯数

８８万世帯→３０３万世帯→６３５万世帯

（１９８０年） （２０００年） （２０２０年）

<参考>全世帯

３,５８２万世帯→４,６７８万世帯→５,０２７万世帯
（１９８０年） （２０００年） （２０２０年）

資料：総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯

数の将来推計」(平成１５年１０月推計）

○女性雇用者の増加

<参考＞年齢別にみた女性の労働力率の変化

資料：総務省「国勢調査」

注：労働力率とは、１５歳以上人口に占める労働力人口割合

資料：総務省「労働力調査」

注：１.平成７年の（ ）内は、平成２年からの増加率、平成１２
年の（ ）内は、平成７年からの増加率

２.雇用者とは、会社、団体、官公庁等に雇われて給料、
賃金を得ている者及び会社、団体の役員である者

（万人）
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中食・外食の利用頻度が増えた理由

0 10 20 30 40 50 60 ％

③食の外部化・簡便化の進展

○単独世帯の増加、女性の雇用者の増加等社会情勢の変化の中で、食に関して簡便化志向の高まりや外部化が進展。日本
型食生活の実現のためには、食料供給者として食品産業の果たす役割も重要。

資料：農林漁業金融公庫「中食や外食の利用に関するアンケート調査」

（平成１５年６～７月調査）

○食料消費支出に占める外部化率の推移

外食

中食

料理をしたり、食事の片付

けをする手間が省けるから

家庭で作ることが難しい、又は

面倒な料理が味わえるから

普段の家庭の味とは違う

ものが味わえるから

家庭の好みがまちまちで家庭

で料理をするのは大変だから

家庭で料理をするよりも

経済的だから

景気低迷で家計が厳しく
なり外食の利用が減った
から（中食のみ）

注：全人口の年齢構成比に応じて無作為に抽出した１,２５０人を対象とす
る調査で、複数回答(２項目まで選択)の調査結果

○

30%

32%

34%

36%

38%

40%

42%

44%

46%

57 58 59 60 61 62 63 元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

食の外部化率

外食率

昭和 平成

（資料）内閣府「国民経済計算報告」、（財）外食産業総合調査研究センター
「外食産業市場規模」、日本たばこ産業（株）資料を基に農林水産省
で試算

（注） 外食率・・・食料消費支出に占める外食の割合

食の外部化率・・・外食率に惣菜・調理食品の支出割合を加えたもの
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品

生
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品
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鮮
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【【平成１２年平成１２年】】
８０．３８０．３
（１００％）（１００％）

５３．４％増

４２．６％増

２．５％減

３３．８％増

生鮮品の生鮮品の
輸輸 入入

【【３．２３．２】】

国国

内内

生生

産産

１２．１１２．１

外食向け外食向け

１．４１．４
【【０．７０．７】】

加工向け加工向け

２．９２．９
【【１．２１．２】】

直接消費向け直接消費向け

７．８７．８
【【１．４１．４】】

食品製造業食品製造業

３０．７３０．７

加工食品加工食品
卸売業卸売業

卸売市場卸売市場

最終製品の輸入最終製品の輸入
【【１．９１．９】】

一次加工品の輸入一次加工品の輸入
【【０．５０．５】】

外食産業外食産業

２３．７２３．７

食品小売業食品小売業

（加工品）（加工品）
４１．５４１．５

（生鮮品）（生鮮品）
１５．１１５．１

23.723.7
（（29.5%29.5%））

41.541.5
（（51.751.7％）％）

生
鮮
品

生
鮮
品

生
鮮
品

【【昭和６０年昭和６０年】】
６０．０６０．０
（１００％）（１００％）

15.515.5
（（25.825.8％）％）

29.129.1
（（48.548.5％）％）

15.515.5
（（25.725.7％）％）

15.115.1
（（18.818.8％）％）

（１） 食品産業の現状

○ 我が国、１億３千万人の国民が最終消費した飲食料費は８０兆円であるが、昭和６０年以降の１５
年間で、消費者の食の簡便化志向の高まりや外部化の進展を反映して、外食、加工食品が増加し
ており、最終消費額でみると８割程度がこうした加工度を高めた形態で消費されているところである。

４

２．食品産業における現状と課題について



農林水産省「農業食料関連産業の経済計算」

11.8 14.5 16.5 16.0 14.4 12.3 11.7
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昭和50年 昭和55年 昭和60年 平成２年 平成７年 平成12年 平成15年

資材供給産業等

食品関連流通業

外食産業

食品製造業

農・漁業

兆円

52.4

104.4
112.4

100.7

90.5

75.7

101.9

（単位：万人、％）

食品産業 農水産業 就業者総数
食品製造業 食品流通業 外食産業

800 139 382 279 313 6,303

(12 .7 ) (2.2) (6.1) (4.4) (5.0) (100.0)

（資料）総務省「国勢調査」（平成１２年）

○ 食料産業（農・漁業＋食品産業等）の国内生産額（平成１５年）は約１０２兆円で、全産業（約９１８兆円）
の約１１％、この内食品産業（食品製造業、食品流通業及び外食産業）は約８５兆円で、全産業の約９％
を占めている。

○ 食品産業の就業者数は８００万人で、全産業の就業者総数（６，３０３万人）の約１３％を占めている。
○ このように、食品産業は、国民経済的にみて重要な位置付けを有するとともに、食料の加工、流通、外食
等のサービスを提供し、国民への食料の安定供給や、食生活の多様化・高度化を支えるという点で、農業
とともに重要な役割を担っている。

○農業・食品産業等の国内生産額

○就業者総数に占める食品産業の割合（平成１２年）

５

○最終消費から見た飲食費の流れ（平成１２年）



15

（２）世界における食品産業の状況

○ 食品産業においては、欧米企業が売上の上位を占めており、国内においては飲料（ビール）メー
カーが上位を占めている。

○国内の食品製造企業の売上高順位（2003年）

資料：（財）食品産業センター 「食品産業統計年報」（平成17年度版）

（単位：億円）

順 位 会 社 名 売 上 高

１ ア サ ヒ ビ ー ル 11,069.7

２ キ リ ン ビ ー ル 9,618.3

３ サ ン ト リ ー 7,659.5

４ 味 の 素 6,591.1

５ 日 本 ハ ム 6,070.2

６ 山 崎 製 パ ン 5,659.9

７ 明 治 乳 業 4,987.5

８ 森 永 乳 業 4,568.1

９ サッポロビール 4,419.0

１０ 伊 藤 ハ ム 4,126.2

１１ ニ チ レ イ 3,961.4

１２ 東 洋 製 罐 3,622.4

１３ キリンビバレッジ 3,292.5

１４ 日 本 水 産 3,219.1

１５ 協 和 発 酵 工 業 2,858.6

１６ マ ル ハ 2,744.1

１７ 明 治 製 菓 2,719.5

１８ キ ユ ー ピ ー 2,689.6

１９ 日 清 食 品 2,648.7

２０ レ ン ゴ ー 2,544.7

（単位：百万ドル）

順 位 会 社 名 国 名 売上高 主 製 品

１ ネ ス レ スイス 70,823 ｺｰﾋｰ、飲料

２ ｱ ﾙ ﾄ ﾘ ｱ ｸ ﾞ ﾙ ｰ ﾌ ﾟ 米国 60,704 ﾀﾊﾞｺ、乳製品

３ ユ ニ リ バ ー 英・蘭 53,674 洗剤、紅茶

４ ﾌﾟﾛｸﾀｰ＆ｷﾞｬﾝﾌﾞﾙ 米国 51,407 洗剤、飲料

５ 日本たばこ産業 日本 43,781 タバコ、塩

６ ﾌﾞﾘﾃｨｼｭ・ｱﾒﾘｶﾝﾀﾊﾞｺ 英国 43,071 タバコ

７ ｱｰﾁｬｰﾀﾞﾆｴﾙﾐﾄﾞﾗﾝﾄﾞ 米国 36,151 穀物加工品

８ クラフトフーズ 米国 31,010 乳製品

９ ペ プ シ コ 米国 26,971 飲料

１０ タイソンフーズ 米国 26,441 食肉、肉加工品

１９ ア サ ヒ ビ ー ル 日本 13,075 ビール

２０ サ ン ト リ ー 〃 12,323 酒類

２６ キ リ ン ビ ー ル 〃 10,882 ビール

２７ 味 の 素 〃 9,840 調味料ほか

３１ 日 本 ハ ム 〃 8,790 食肉

３７ 明 治 乳 業 〃 6,833 乳製品

３８ 山 崎 製 パ ン 〃 6,811 パン

４３ 森 永 乳 業 〃 5,353 乳製品

４９ ニ チ レ イ 〃 4,701 冷食

○世界の食品製造企業の売上高順位（2003年）

資料：（財）食品産業センター 「食品産業統計年報」（平成17年度版） ６



○国内の食品小売業の売上高順位（2004年度）
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（単位：百万円）

順 位 会 社 名 売 上 高

１ イ オ ン 4,195,843

２ イトーヨーカー堂 3,623,554

３ ダ イ エ ー 1,833,818

４ ユ ニ ー 1,191,298

５ ヤ マ ダ 電 機 1,102,390

６ 西 友 1,067,780

７ 高 島 屋 1,026,353

８ 三 越 887,782

９ 大 丸 810,693

１０ 伊 勢 丹 628,996

１１ ヨドバシカメラ 580,853

１２ 丸 井 556,213

１３ コ ジ マ 490,694

１４ 西 武 百 貨 店 472,968

１５ ビ ッ ク カ メ ラ 456,603

１６ そ ご う 443,845

１７ エ デ ィ オ ン 437,992

１８ イ ズ ミ 426,437

１９ ﾗ ｲ ﾌ ｺ ｰ ﾎ ﾟ ﾚ ｰ ｼ ｮ ﾝ 386,732

２０ 阪 急 百 貨 店 385,674

（単位：百万ドル）

順 位 会 社 名 国 名 売上高

１ ウ ォ ル マ ー ト 米国 228,945

２ ホ ー ム デ ポ 米国 73,094

３ カ ル フ ー ル ﾌﾗﾝｽ 60,803

４ ク ロ ー ガ ー 米国 56,434

５ テ ス コ 英国 52,034

６ タ ー ゲ ッ ト 米国 45,682

７ エ デ カ ドイツ 40,755

８ アルバートソンズ 米国 39,897

９ メ ト ロ ドイツ 39,138

１０ コ ス ト コ 米国 38,485

４１ イ オ ン 日本 17,582

（単位：百万円）

順 位 会 社 名（主な店名） 売 上 高

１ 日本マクドナルド 395,942

２ すかいらーく 281,906

３ ほっかほっか亭総本部 ほっかほっか亭 195,235（ ）

４ 日清医療食品 147,000

（ 、 、５ ﾓﾝﾃﾛｰｻﾞ 居楽屋白木屋 のみくい処魚民

居楽屋笑笑） 131,406

６ 日本ｹﾝﾀｯｷｰ･ﾌﾗｲﾄﾞ･ﾁｷﾝ

（ｹﾝﾀｯｷｰﾌﾗｲﾄﾞﾁｷﾝ、ﾋﾟｻﾞﾊｯﾄ） 125,589

７ ダスキン（ミスタードーナツ） 125,000

８ 本家かまどや 119,762

９ ﾚｲﾝｽﾞｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（炭火焼肉酒家牛角・

居酒屋土間土間） 112,616

１０ ロイヤル（ロイヤルホスト) 111,196

１１ モスフードサービス（モスバーガー) 109,000

１２ デニーズジャパン（デニーズ） 96,360

１３ ドトールコーヒー（ﾄﾞﾄｰﾙｺｰﾋｰｼｮｯﾌﾟ） 88,908

１４ 大庄（大衆割烹庄や） 78,547

１５ 吉野家ディー・アンド・シー（吉野家） 75,665

１６ サイゼリヤ 72,458

１７ エームサービス 67,000

１８ 西洋フードシステムズ 65,500

１９ スターバックスコーヒージャパン 61,500

２０ グリーンハウス 60,000

○世界の食品小売業の売上高順位（2004年度）

○国内の飲食業の売上高順位（2004年度）

資料：（財）食品産業センター 「食品産業統計年報」（平成17年度版）

資料：（財）食品産業センター 「食品産業統計年報」（平成17年度版）

資料：（財）食品産業センター 「食品産業統計年報」（平成17年度版）

７



（３） 食品産業における海外進出状況
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28.5%

11.7%

77.3%

11.0%
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繊維 化学 　電気機械 　　　情報通信機械 食料品

第三国向け 　

現地販売

日本向け

○ 海外進出企業（製造業）の食料品における現地販売・第３国への販売額は、約１．９兆円で、総売上高
（約２．２兆円）の約９割を占め、海外での市場開拓が進んでいる。

8

○海外進出企業（製造業）の我が国への販売比率

備考．調査対象は、海外(全地域）に現地法人（海外子会社及び海外孫会社の総
称）を有する我が国企業（金融・保険業・不動産業を除く）。

資料：経済産業省「海外事業活動基本調査」（２００３年度）
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11,285

1,347

1,624
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15,751

2,923
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2,363

0

5,000

10,000

15,000
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25,000

11 12 13 14 15年度

第三国向け

現地販売

日本向け

単位：億円

14,059 14,290

20,175
21,464 21,562

○海外の製造業現地法人の日本への食料品販売額の
推移

備考．調査対象は、海外(全地域）に現地法人（海外子会社及び海外孫会社の総
称）を有する我が国企業（金融・保険業・不動産業を除く）。

資料：経済産業省「海外事業活動基本調査」（２００３年度）



○ 都道府県別に食品製造業の事業所数、従業者数及び製造品出荷額を比較すると、上位を占める県は
主要大都市を抱える県と周辺県である。

事業所・従業者・製造品出荷額の多い上位１０県（全事業所）

資料：「工業統計表（平成１５年）」

9

0
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1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

①北海道 ②静　岡 ③兵　庫 ④愛　知 ⑤福　岡 ⑥大　阪 ⑦東　京 ⑧千　葉 ⑨鹿児島 ⑩埼　玉

事業所数の多い上位１０県

（ヶ所）

2,527

2,287

2,042
1,872

1,386 1,334 1,328 1,277

1,186 1,164

単位：ヶ所

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

①北海道 ②静　岡 ③神奈川 ④兵　庫 ⑤愛　知 ⑥茨　城 ⑦千　葉 ⑧埼　玉 ⑨福　岡 ⑩大　阪

製造品出荷額の多い上位１０県

2,076
2,013

1,863
1,781 1,775

1,414 1,400 1,409

1 309 1,284

単位：十億円
（十億円）

0
10,000

20,000
30,000
40,000
50,000

60,000
70,000
80,000

90,000
100,000

①北海道 ②愛　知 ③兵　庫 ④埼　玉 ⑤静　岡 ⑥大　阪 ⑦神奈川 ⑧福　岡 ⑨千　葉 ⑩茨　城

従業者の多い上位１０県

87,553

68,618

62,079
60,397 55,786

51,667
51,091 48,563 46,619

41,199

単位：人
（人）

（４） 地域経済における食品製造業の位置付け



○ 食品製造業が全製造業に占める割合が高い県は、首都圏から離れるほど高くなる。
また、食品製造業は、地域の農林水産業との結びつき等を反映し、地域経済において地場産業として大き
なウエイトを占めている。

全製造業に占める食品製造業の割合が高い上位１０県（全事業所）

資料：「工業統計表（平成１５年）」
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全製造業に占める食品製造業の割合が高い上位１０県（事業所）
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全製造業に占める食品製造業の割合が高い上位１０県（従業者数）
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エ．食品産業と農業との連携の推進

・ 農業・食品産業・関連産業等による食料産業

クラスターの形成の推進、地域ブランドの育成

保護等の取組を推進する。

（食品産業の健全な発展）

第17条 国は、食品産業が食料の供給

において果たす役割の重要性にかん

がみ、その健全な発展を図るため、

事業活動に伴う環境への負荷の低減

及び資源の有効利用の確保に配慮し

つつ、事業基盤の強化、農業との連

携の推進、流通の合理化その他必要

な施策を講ずるものとする。

ア．事業基盤強化

・ 製造段階における技術開発の支援

・ 特定農産加工業の経営改善に対する支援

・ 中小企業支援等業種横断的な施策の活用

の促進

ア．食品産業の事業基盤の強化

・ 産学官の連携や競争的研究資金制度の活用等

を通じた研究開発の促進。

イ．食品流通の合理化
・ 卸売市場の再編・合理化、出荷・物流コスト
の縮減及び農産物の直接販売等における流通経
路の多元化等の多様な取組を推進する。
・ 流通業務の効率化を環境負荷低減と一体的に
促進。

ウ 食品産業における環境への負荷の低減及び資源

の有効利用の確保

・ 食品関連事業者による食品廃棄物等の発生抑

制やリサイクルの推進等の取組を促進する。

イ．食品流通の合理化
・ 卸売市場の機能・連携強化
・ 食品小売業の活性化
・ 食品流通の効率化
・ 流通過程におけるCO2等温室効果ガスの
排出抑制

ウ．食品産業における環境への負荷の低減及び

資源の有効利用の確保

・ 食品産業における循環型経済社会システ

ムの構築

・ 容器包装リサイクル促進対策

エ．食品産業と農業の連携の強化

・ 食品流通構造改善促進法に基づく食品生

産製造等連携事業への支援

・ 連携を通じた産地ブランド育成

食料・農業・農村基本法 食料・農業・農村基本計画 基本計画を受けた主要施策

○ 食品産業が食料の供給等において重要な役割を果たしており、今後ともその役割を十分に発揮していく
ことが求められていることから、「食品産業の事業基盤の強化」、「食品産業と国内農業との連携の推進」、

「食品流通の合理化」、「食品産業における環境への負荷の低減及び資源の有効利用の確保」等に必要な
施策を実施してきている。

第３の１の（５）食品産業の競争力強化に向けた取組

第３の２の（５）経営発展に向けた多様な取組の促進

11

オ．外食における原産地表示の促進

・ 外食における原産地表示に関するガイド
ラインの策定及び普及・啓発

オ．外食における原産地表示の促進

・ 外食における原産地等の表示のガイドライン
を整備し、外食産業における自主的な表示の取
組を促進する。

第３の１の（１）食の安全及び消費者の信頼の確保に
向けた取組

（５）食料・農業・農村基本法における食品産業政策



（６） 食品産業における課題と今後の対応方向

（改革の方向）
○効率的・安定的な経営体が農業生産の大宗
を担う農業構造の実現
（新規参入の円滑化、担い手の幅広い育成確保等）

○創意工夫を生かした農業経営の展開

○需要に即した農業生産

（改革の方向）
○効率的・安定的な経営体が農業生産の大宗
を担う農業構造の実現
（新規参入の円滑化、担い手の幅広い育成確保等）

○創意工夫を生かした農業経営の展開

○需要に即した農業生産

単独世帯の増加、高齢化比率の上昇等の社会情勢の変化による食の外部化の進展
ＢＳＥ発生等を契機とした消費者の食の安全・安心志向の高まり
食料消費支出の減少（低価格志向）と外食及び調理食品の支出割合の増加

単独世帯の増加、高齢化比率の上昇等の社会情勢の変化による食の外部化の進展
ＢＳＥ発生等を契機とした消費者の食の安全・安心志向の高まり
食料消費支出の減少（低価格志向）と外食及び調理食品の支出割合の増加

（今後の対応方向）
○新たなニーズに対応した技術開発や設備投資等
を通じた事業基盤の強化

○食品産業と生産者との連携強化や食品流通改革
の推進を通じたコストの低減、高付加価値化

○温暖化ガスの排出抑制や食品リサイクルの推進
等による環境負荷の低減・資源の有効利用

（今後の対応方向）
○新たなニーズに対応した技術開発や設備投資等
を通じた事業基盤の強化

○食品産業と生産者との連携強化や食品流通改革
の推進を通じたコストの低減、高付加価値化

○温暖化ガスの排出抑制や食品リサイクルの推進
等による環境負荷の低減・資源の有効利用

消費者の新しいニー
ズに対応した農産物
の供給

消費者の新しい
ニーズ

国 内 農 業

消 費 者 （食をめぐる状況の変化）

食 品 産 業

加工品・半加工品の輸入の
増加
食品事故等の経営リスク、
環境問題への関心の高まり

加工品・半加工品の輸入の
増加
食品事故等の経営リスク、
環境問題への関心の高まり

海外産品との競合の進展等

消費者の新しいニー
ズに対応した加工食
品・サービス等の供
給

消費者の新しい
ニーズ

国民のニーズに対応した食料の安定供給の実現、食料自給率向上への寄与

○低コスト、安全・安心な
原材料を求めての農業
との連携・参入等

○加工・外食等のニーズ
に応じた品質の農産物を、
より低コストで安定的に
供給

○ 国民のニーズに対応した食料の安定供給を確保し、食料自給率の向上に資するためには、農業及び食品産業の両
者がそれぞれ課題を克服し、競争力の強化を図ることが必要である。
○ このため、食品産業サイドでは、海外産品との競合の進展や食をめぐる状況の変化等に対応して、①新たなニーズ
に対応した技術開発や設備投資等を通じた事業基盤の強化、②食品産業と生産者との連携強化や食品流通改革を
通じたコストの低減や高付加価値化、③食品リサイクルや地球温暖化対策等の推進による環境負荷の低減等を推進し
ていくことが重要。

１2



（７） 食品産業の経営体質の強化

3.1

1.1

5.0

8.7

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

全製造業 食品工業 電気機械工業 医薬品工業

％

１．輸送用機械器具製造業 ５０兆円

２．一般機械器具製造業 ２６兆円

３．食品製造業 ２９兆円

４．化学工業 ２３兆円

５．電気機械器具製造業 １８兆円

６．電子部品・デバイス製造業 １７兆円

７．金属製品製造業 １３兆円

８．情報通信機械器具製造業 １３兆円

９．鉄鋼業 １２兆円

１０．プラスチック製品製造業 １０兆円

１１．上記以外の製造業 ６３兆円

全製造業 ２７４兆円

業 種 範 囲 売上高対営業利益率

食料品製造業 畜産食料品、野菜漬物、水産練り製品等 ３．３

（参考） 全 製 造 業 平 均 ４．３

飲食料品卸売業 生鮮食料品卸売業、食料・飲料卸売業 １．５

各種商品小売業 スーパーマーケット、コンビニエンスストア １．５

飲食料品小売業 食肉、鮮魚、野菜・果実、菓子・パン等 ３．７

飲食店 食堂・レストラン、そば・すし店、料亭等 ８．６

○ 我が国の食品製造業は、製造業全体の１割を占めているものの、労働集約的な業種であり売上高営業
利益率が低い。他の製造業に比べ技術開発への取組が弱く、多様化・高度化する消費者ニーズ、国際化・
業際化の進展、また環境問題や安全問題等に対応するため、技術開発等への取組を強化することが重要と
なっている。

○売上高に対する研究費の割合（平成１６年度）

○全製造業における食品製造業の地位

資料：「平成１５年工業統計表（４人以上の事業所）」

注：食品製造業には、たばこ製造業、飼料、有機質
肥料製造業は含まない。

資料：総務省「科学技術研究調査報告」 13

○資本装備率（2003年（平成15年））

資料：「工業統計表」平成15年、経済産業省

○食料品製造業・卸（小）売業・外食業における営業利益率
（平成15年度）

※従業者30人以上の事業所に関する統計表（従業者数・有形固定資産額）

従業者数 有形固定資産額 資本装備率＝
有形固定資産

合 計 年末現在高 ÷従業者数

（人） （百万円） 単位：千円

製造業計 5,689,719 70,319,286 12,359

食料品製造業 802,875 5,734,585 7,143

資料：「中小企業の経営指標」、中小企業庁



○ 国産農水産物の３分の１強が食品産業仕向けとなっており、また、食品産業が利用する原料食料（農水
産物・加工品）のうち、６割強が国産農水産物となっているなど、食品産業と国内農業は相互に強い依存
関係にある。
○ このため、国内農水産物の需要の拡大、地域農業の活性化と食品産業の健全な発展がバランスのとれ
た形で図られるよう、食品産業と国内農業の連携を積極的に推進しているところである。

食品製造業の加工原材料仕向額

（８） 国内農業との連携の推進

（単位：１０億円、％）

昭和50年 60 平成12

仕向額
（兆円）

割合
（％）

仕向額
（兆円）

割合
（％）

仕向額
（兆円）

割合
（％）

合計 9.4  100.0  14.3  100.0  12.1  100.0  

直接消費仕向 6.4  68.1  8.9  62.3  7.8  64.5  

食品産業仕向 3.0  31.9  5.4  37.7  4.3  35.5  

加工仕向 2.2  23.6  4.1  29.0  2.9  24.0  

外食仕向 0.8  8.3  1.2  8.7  1.4  11.5  

（資料）総務庁他９省庁「産業連関表」から試算

食品産業の国産農水産物利用状況

▲０．７４６１０（１００）４，６４４（１００）計

０．４

６．３

▲３．５

増減率

（％）

１，１８０（２６）１，１１０（２４）輸入農水産物

５１１（１１）５０９（１１）輸入一次加工品

２，９１９（６３）３，０２５（６５）国産農水産物

平成１２年平成７年

資料：「産業連関表」を基に農林水産省で試算。
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梅の生産 → 一次加工
（白干し梅）

青梅 → 白干し梅
600円/kg 1,300円/kg

中国産

（白干し梅）
100円/kg

調味加工
調味梅干し
製造

3,000円/ｋｇ

調味加工
調味梅干し
製造

1,000円/kg

紀州南高梅（梅干し）
（高級品）

5,000円～10,000/kg
高付加価値

紀州加工梅干し
梅（中国産）
（量販品）

2,000～3,000円/kg

国産品
ブランド化
（高級品）

農 家

国産
(40％）

輸入
(60％）

加工メーカー 小売・直販

輸入額
６０億円の70％が
紀州で加工

330社
（梅干組合 110社）

国産品と輸入品と
の棲み分け

国内
加工品
梅（中国産）
量販品
（普及品）

出所：社団法人日本アグリビジネスセンター発行「平成１６年度ビジネス・サポート事業報告書②」
P15～28（千葉大学園芸学部・斎藤教授による）のデータ使用

南部川村梅漬協同組合

和歌山県立医学大学
愛知県がんセンター
東海大学医学部

麻布大学環境保険学部
藤田保健衛生大学医学部
みなべ町うめ２１研究センター

・ 梅の医学的効用の解明

・ 減塩梅の新製法の開発

産

学

和歌山県・みなべ町

官
医学的知見（梅の機能性）の普及

製造業界への普及

◎製品の「各段階での高付加価値化」、「棲み分け」、「競争（切磋琢磨）」

◎南高梅を核にした連携
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（９） 食料産業クラスターの目標となる事例
（梅クラスター：紀州（和歌山県みなべ）の梅産業）



その他（家庭系）

紙類（事業系）

厨芥類（事業系）

その他（事業系）

紙類（家庭系）

厨芥類（家庭系）

容器包装廃棄物

（家庭系）

１５．４％

１０．５％

１１．９％

１２．０％

２３．７％

１５．１％１１．

食品廃棄物の発生及び処理状況

年 間 再生利

発生量 用 等 の 発生 減 量 再生 (%)再生利用の用途別仕向割合

油脂及び(万ﾄﾝ) 実 施 率 抑制 化 利用 肥 料 飼 料 ﾒ ﾀ ﾝ

油脂製品化（％） ％ (％） (％ 化 化 化（ ） ）

食品製造業 487 ６９ ４ ３ ６２ 52 45 0 3

食品卸売業 74 ４５ ４ １ ４１ 61 35 － 4

食品小売業 262 ２３ ４ ２ １８ 49 42 － 9

外食産業 312 １７ ４ ２ １０ 40 47 － 13

食品産業計 1,135 ４３ ４ ２ ３６ 51 44 0 4

（出典： 平成１６年食品循環資源の再生利用等実態調査結果の概要」農林水「

産省統計部より計算）

○ 近年、地球温暖化や廃棄物問題等環境問題への関心の高まりの中で、環境関係法令の整備が進み、
食品産業においても循環型社会形成のため、廃棄物の減量化及びリサイクルの推進、地球温暖化へ
の対応等、事業活動に伴う環境への負荷の低減や資源の有効利用等に配慮することが求められている。
○ 一般廃棄物については、家庭系ごみ（６５．６％）と事業系（３４．４％）ごみに分けられる。食品残さ等の
厨芥類と容器包装廃棄物が、全体の約半分を占めており、その減量化への取組が必要である。
○ 食品廃棄物問題については、「食品リサイクル法」が、平成１３年５月から施行され、食品リサイクル促進
の基本的な方向やその実施率目標（２０％）を内容とする「基本方針」に即し、食品関連事業者は食品廃物
のリサイクルや減量の取組を進めているところである。この基本方針は、５年ごとに見直すこととされており、
実施率の向上に向けた課題、対応策や新たな実施率目標等について、平成１７年から調査・審議を行って
いる。
○ また、容器包装廃棄物問題については、「容器包装リサイクル法」に基づき、リサイクルの推進等を図っ
ているが、施行後１０年（平成１７年１２月）を迎えたことから、関係各省の審議会等における取りまとめを踏
まえ、事業者が市町村に資金を拠出する仕組みの創設や排出抑制に向けた取組の促進等を内容とする改
正法案を第１６４回通常国会に提出。

（１０） 環境問題への積極的対応

一般廃棄物の組成（平成１２年度）
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21世紀新農政の

推進について
17年３月22日食料・農業・

農村政策推進本部決定

○消費者重視の食料供給・
消費システムの確立

○食育の推進

○未来を拓く技術開発

○地球温暖化防止に向けた
バイオマスの利活用

○高品質で安全・安心な我
が国農林水産物・食品の
輸出促進

○農業・農村に関する価値
の社会的共有

○やる気と能力のある経営
者が中心となった農業構
造の確立

○推進状況の検証

21世紀新農政 2006
18年４月４日

食料・農業・農村政策推進本部決定

【国際戦略】

○WTO農業交渉、EPA交渉への積極的取組

○農林水産物･食品の輸出促進に向けた戦略的取組

○東アジア食品産業共同体構想

○知的財産権の保護･活用を通じた国際競争力強化

【国内農業の体質強化】

○担い手の育成･確保と新規参入の促進

○食料供給コスト縮減に向けた強力な取組

【食の安全･食育】

○食の安全と消費者の信頼確保の徹底

○食育の推進

【新分野】

○技術と知財の力で新産業分野を開拓

○バイオマスから地球にやさしい自動車燃料

【地域】

○自ら考え行動する農山漁村の活性化

関
係
本
部
・
府
省
が
一
体
と
な
っ
た
取
組

3. 21世紀新農政 2006のポイント

平成18年４月

農林水産省
17



年H１２ H１３ H１４ H１５ H１６ H２１

6,000
億円

2,351 2,514

2,759 2,789 2,954

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

3,311

H１７

輸出額を5年で倍増

+12.1％

(H16→17年)

農林水産物等輸出促進全国協議会

・民と官が一体となって取り組む体制整備

(平成17年４月設立)

新たに国別・地域別輸出戦略を策定新たに国別・地域別輸出戦略を策定

重点的に市場開拓を行う国・地域ごとの戦略を
民と官の輸出戦略チームが策定（７月頃予定）

輸出先国でのサポート体制の整備
(現地大使館、JETRO、商工会、日本食レストランなど)

日本食文化の海外普及

輸出戦略産品を中心とした
販売促進活動への支援

知的財産権やブランドの保護

国別・地域別輸出戦略に
対応するための体制整備

・平成18年度農林水産物等輸出倍増行動計画を

策定（５月頃予定）

〈主な取組内容〉

輸出阻害要因の是正に向け
外交上積極的に対応

3.(1)3.(1) 農林水産物･食品の輸出促進に向けた戦略的取組農林水産物･食品の輸出促進に向けた戦略的取組
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目 的
～Ｗｉｎ・Ｗｉｎの関係～

新段階のＥＰＡ推進戦略

・農林水産物の輸出や食品産業の
海外進出の促進など、「攻めの農
政」の姿勢を重視

○進出先国における
食生活レベル、
消費レベル、
購買力の向上
に寄与

○食品産業の経営体質、
国際競争力の強化

○食品産業の活性化による
東アジアの農林水産業の
発展

○巨大市場
＊人口約２０億人

世界人口約６５億人のうちの３割強

＊ＧＤＰ約７.３兆ドル
世界のＧＤＰ約４１兆ドルのうちの約２割

※日、中、韓、ASEAN10ヶ国
〔経済成長が続くインドも視野〕

○豊富かつ低廉な労働力・農林水産物資源

○欧米と異なる独特の食文化

○貧困による低位な所得水準

＊栄養不足人口約２.２億人
世界の栄養不足人口約８億人の約３割

＊拡大する都市と農山漁村の格差

○流通等のインフラの未整備
（コールドチェーン等）

実用技術の研究開発
人材の育成
進出先・周辺国からの原料調達
現地における雇用吸収
流通網の確保
販路の創出・拡大
各企業間の情報の共有化

基礎的研究
新規領域の独創的研究
人材の教育・育成
研究成果の移転
各大学間の情報の
ネットワーク化

日本食文化の海外普及
農林水産物・食品の輸出促進戦略との連携
知的財産権やブランドの保護
進出阻害要因是正に向け外交上積極的な対応
研究・技術開発支援
投資環境の整備 等

産産
（スピード重視）

学学
（中・長期的視点）

官官

連携

東アジア圏「食」のネットワーク化
～東アジアは１つの市場～

産学間・各国間のネットワーク支援

＜日本の食品メーカーの特徴
＞

○ローテクからハイテク、素材型から
高
度加工型まで、様々な対応が可能

○高付加価値商品の研究開発実績

＜日本の研究の特徴＞
○食品の機能性、ゲノム、ロ
ボッ
ト等の先端技術

○食育、栄養学、フードシステ
ム
○安全性、バイオマス、環境技
術

魅力的な東アジア圏

日本国内市場の成熟化
○人口減少、少子・高齢化社会を迎え、
国内市場が量的飽和、成熟化

＊出生率の推移
1980年 １.７５→2000年 １.３６→2004年 １.２
９
＊６５歳以上単独世帯数（単位：万世帯）

1980年 ８８ → 2000年 ３０３ → 2004年 ６３５

3.(2)3.(2) 東アジア食品産業共同体構想東アジア食品産業共同体構想

目 標
（平成２２年度までの目標）

売上高
84億ドル

（現状）
Ｈ17推計

（目標）
Ｈ２２

110～
125億ドル
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